
株主総会にご出席の株主様への「お土産」のご
用意はございません。

第39期
定時株主総会
招集ご通知

議　　　案　�取締役（監査等委員である取締役を除
く。）６名選任の件

決議事項

東京都港区港南二丁目３番13号
品川フロントビル地下1階
品川フロントビル会議室A

開催場所

2025年６月27日（金曜日）
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ごあいさつ

代表取締役社長

　平素より格別のご高配を賜り、厚く御礼申し上げます。
　2025年3月期（当事業年度）においては、物価高によ
る費用負担増や医療従事者の賃上げなどの影響で医療機関
を取り巻く経営環境が厳しさを増す中、当社といたしまし
ては医療現場のニーズを捉えた最適な商品やサービスの提
案に努め、売上高及び利益拡大のための施策に取り組み
ました。その結果、業績は以下の通りでございます。

売上高：503億2千1百万円（前年比9.8％増）
営業利益：5億3千7百万円（同17.7％減）
経常利益：5億4千2百万円（同18.1％減）
当期純利益：4億1千0百万円（同137.2％増）

　また、2025年3月期期末配当につきましては、株主還
元強化の方針を継続し、前期実績と同じ1株あたり50円と
させていただきました。

　当社は、「生命と健康を守る」というパーパス（私たち
の存在理由）を掲げ、日々医療への貢献にまい進しており
ます。しかしながら、その達成は道半ばです。当社が守る
ことができる生命と健康はまだまだ無限にあると考えられ
るからです。
　私たちは、無限の可能性を信じ、全社一丸となって挑戦
を続けることで、持続的な成長と企業価値向上を図ってま
いります。

　株主の皆様におかれましては、今後とも一層のご支援ご
鞭撻を賜りますよう、お願い申し上げます。

2025年6月　

1
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書面（郵送）により
議決権を行使していただく場合 ▶

インターネットにより
議決権を行使していただく場合 ▶

株主総会への出席により
議決権を行使していただく場合 ▶

議決権行使のご案内
同封の議決権行使書用紙に議案に対する賛否をご表示いただき、
2025年６月26日（木曜日）午後5時30分まで
に到着するようご返送ください。

議決権行使ウェブサイト（https://evote.tr.mufg.jp/）にアクセスしていただき、
2025年６月26日（木曜日）午後5時30分まで
に、議案に対する賛否をご入力ください。

当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会
場受付へご提出くださいますようお願い申し上げます。

※なお、インターネットによる議決権行使に際しましては、６頁の「インターネットによる議
決権行使のご案内」をご確認くださいますようお願い申し上げます。

3

株主各位 証券コード3079
2025年６月５日

（電子提供措置の開始日2025年６月２日）
東京都港区港南１丁目８番15号

ディーブイエックス株式会社
代表取締役社長 柴 﨑 浩

第39期定時株主総会招集ご通知
拝啓 日頃より格別のご高配を賜り厚く御礼申し上げます。
さて、当社第39期定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご通知申し上げます。
本株主総会の招集に際しては電子提供措置をとっており、インターネット上の下記ウェブサイ

トに「第39期定時株主総会招集ご通知」として電子提供措置事項を掲載しております。
当社ウェブサイト https://www.dvx.jp/ir/generalmeeting.html

また、上記のほか、インターネット上の下記ウェブサイトにも掲載しております。
東京証券取引所ウェブサイト
https://www2.jpx.co.jp/tseHpFront/JJK010010Action.do?Show=Show

上記ウェブサイトにアクセスして、当社名又は証券コードを入力・検索し、「基本情報」「縦覧
書類/PR情報」を順に選択の上、ご覧ください。

敬 具
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4

記

1 日 時 2025年６月27日（金曜日）午前10時 (受付開始 午前９時30分)

2 場 所 東京都港区港南二丁目３番13号
品川フロントビル 地下１階 会議室A
（当社は2025年４月14日をもって、本店を東京都豊島区から東京都港区に移転しましたので、株
主総会の開催場所を上記のとおり変更いたしました。ご来場の際は、末尾の「株主総会会場ご案内
図」をご参照ください。）

3 株主総会の目的事項 報告事項 第39期（2024年４月１日から2025年３月31日まで）
事業報告及び計算書類報告の件

決議事項 議 案 取締役（監査等委員である取締役を除く。）
６名選任の件

4 その他本招集通知に
関する事項

議決権行使書面において、議案に賛否の表示がない場合は、賛成の意
思表示をされたものとして取り扱わせていただきます。

以 上

● 株主総会にご出席される株主様とご出席が難しい株主様の公平性等を勘案し、株主総会当日におけるお土産の配布は実施して
おりません。何卒ご理解くださいますようお願い申し上げます。

● 当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付へご提出くださいますようお願い申し上げます。
● 電子提供措置事項に修正が生じた場合は、掲載している各ウェブサイトに修正内容を掲載させていただきます。

当社ウェブサイト（https://www.dvx.jp）
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議決権行使についてのご案内

5

議決権は、以下の3つの方法により行使いただくことができます。

書面（郵送）で議決権を行使される場合

同封の議決権行使書用紙に議案に対する賛否をご表示の上、切手を貼らずにご投函ください。

行使期限 2025年６月26日（木曜日）午後５時30分まで

インターネットで議決権を行使される場合
パソコン又はスマートフォンから議決権行使サイト（https://evote.tr.mufg.jp/）にアクセスし、
同封の議決権行使書用紙に記載された「ログインID」及び「仮パスワード」をご入力いただき、
画面の案内にしたがって賛否をご入力ください。

行使期限 2025年６月26日（木曜日）午後５時30分まで

株主総会にご出席される場合
議決権行使書用紙を会場受付にご提出ください。

日 時 2025年６月27日（金曜日）午前10時（受付開始 午前９時30分）
場 所 東京都港区港南二丁目３番13号

品川フロントビル 地下１階 会議室A
（末尾の「株主総会会場ご案内図」をご参照ください。）

書面（郵送）及びインターネットの両方で議決権行使をされた場合は、インターネットによる議決権行使を有効
な議決権行使としてお取り扱いいたします。また、インターネットにより複数回、議決権行使をされた場合は、
最後に行われたものを有効な議決権行使としてお取り扱いいたします。
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QRコードを読み取る方法 ログインID・仮パスワードを
入力する方法

三菱UFJ信託銀行株式会社　証券代行部　ヘルプデスク
0120－173－027

（通話料無料／受付時間 9：00～21：00）

インターネットによる議決権行使で
パソコンやスマートフォンの操作方法などが
ご不明な場合は、右記にお問い合わせください。

議決権行使
ウェブサイト https://evote.tr.mufg.jp/
議決権行使ウェブサイトにアクセスしてください。1

以降は、画面の案内に従って賛否をご入力ください。3

議決権行使書用紙に記載された「ログインID・仮パスワード」
を入力しクリック

2

「ログインID・仮パス
ワード」を入力

「ログイン」を
クリック

以降は、画面の案内に従って賛否をご入力ください。2

議決権行使書副票（右側）に記載のQRコードを読み取ってく
ださい。

1

※  「QRコード」は株式会社デンソーウェーブの登録商標です。

議決権行使書副票に記載のログインID、仮パスワードを入力する
ことなく、議決権行使サイトにログインすることができます。

機関投資家の皆様は、株式会社ICJの運営する機関投資家向け議決権電子行使プラットフォームをご利用いただくことが可能です。

XXXX-XXXX-XXXX-XXX

XXXXX

1.　

2.　

○○○○○○○

議　決　権　の　数
議 　 決 　 権 　 の 　 数

基準日現在のご所有株式数

株　主　総　会　日

××××年××月××日

XX 個

御中○○○○○○○
議 決 権 行 使 書

XX 個

XX 株

ログイン用QRコード
ログインID

仮パスワード
見 本

見 本

「次の画面へ」を
クリック

インターネットによる議決権行使のご案内

6
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株主総会参考書類

7

議案及び参考事項
議 案 取締役（監査等委員である取締役を除く。）６名選任の件
取締役（監査等委員である取締役を除く。以下、本議案において同じ。）全員（７名）は、本総会終結の時を

もって任期満了となります。つきましては、取締役６名の選任をお願いいたしたいと存じます。
本議案につきましては、監査等委員会は、指名・報酬諮問委員会での審議を踏まえ、指名の手続きは適切であ

り、各候補者の業務執行状況及び取締役会全体の実効性の観点から当社の取締役として適任であると判断してお
ります。
取締役候補者は、次のとおりであります。

候補者番号 氏 名 現在の当社における地位及び担当

1 しば さき ひろし

柴 﨑 浩 代表取締役社長 再 任

2 は た の たけし

波多野 剛 取締役（販売代理店事業担当） 再 任

３ うち だ よし のり

内 田 好 則 取締役（総代理店事業、営業推進担当
及び開発製品事業） 再 任

４ す わ さと し

諏 訪 聡 志 取締役（財務経理及び業務担当） 再 任

５ みや もと さとし

宮 本 聡 取締役（経営管理、経営戦略及び人事） 再 任

６ すぎ やま すみ お

杉 山 純 男 社外取締役 再 任 社 外 独 立

再 任 再任取締役候補者 社 外 社外取締役候補者 独 立 証券取引所の定めに基づく独立役員
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候補者番号

1 し ば さ き ひろし

柴 﨑 浩 （1965年４月23日生）

所有する当社の株式数…………… 96,400株
在任年数…………………………… 15年
取締役会出席状況………………… 17/17回

再 任 ［略歴、当社における地位及び担当］
1986年 ８月 松永歯科医院入社
1991年 ８月 株式会社ヘルツ入社
1998年12月 営業部長
2003年 １月 取締役営業本部長
2004年 ２月 株式会社ヘルツとディーブイエック

スジャパン株式会社の合併により当
社取締役ヘルツ事業部長

2007年 ６月 執行役員ヘルツ事業本部長
2010年 ４月 執行役員営業統括本部長
2010年 ６月 取締役執行役員営業統括本部長
2012年 ４月 取締役（営業担当）
2015年 ４月 取締役 (営業及びマーケティング

担当)執行役員

2017年 ４月 取締役（不整脈営業担当）執行役員
2017年 ６月 常務取締役 (不整脈営業担当) 執行

役員
2018年 ４月 常務取締役 (不整脈営業担当)
2018年 ６月 取締役副社長（営業全般及び不整脈

担当）
2019年 ４月 代表取締役副社長
2019年 ６月 代表取締役社長（現任）
2020年11月 株式会社MSS取締役会長（現任）
2025年 ４月 総合医療サービス株式会社取締役

（現任）

取締役候補者とした理由
柴﨑 浩氏は、当社入社以来、主に営業に関する分野に携わり、取締役に就任して以来、営業全般を統括し、
豊富な経験と見識を有しております。現在は、代表取締役社長として経営全般を統括し業容拡大を推進してい
ることから、引き続き業務執行の監督及び当社の企業価値向上への貢献を期待し、取締役として選任をお願い
するものであります。
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候補者番号

２ は た の たけし

波多野 剛 （1977年３月13日生）

所有する当社の株式数…………… 27,800株
在任年数…………………………… ２年
取締役会出席状況………………… 17/17回

再 任 ［略歴、当社における地位及び担当］
2000年 ４月 日本フード株式会社（現 関東日本

フード株式会社）入社
2004年 ４月 当社入社
2015年 ４月 第四営業部長

2019年 ４月 執行役員中日本第一営業部長
2023年 ４月 執行役員中日本第三営業部長
2023年 ６月 取締役（販売代理店事業担当）(現

任)

取締役候補者とした理由
波多野 剛氏は、当社入社以来、主に営業に関する分野に携わり、また、取締役に就任して以来、販売代理店
事業部門を統括し、豊富な経験と見識を有しております。引き続きこれらの経験と見識を活かし営業部門の業
務執行の監督及び当社の企業価値向上への貢献を期待し、取締役として選任をお願いするものであります。

候補者番号

３ う ち だ よ し の り

内 田 好 則 （1964年10月21日生）

所有する当社の株式数…………… 46,600株
在任年数…………………………… ４年
取締役会出席状況………………… 17/17回

再 任 ［略歴、当社における地位及び担当］
1985年 ４月 株式会社いそう社入社
1998年 ４月 当社入社
2006年 ４月 ヘルツ営業部第一営業部長
2007年10月 ヘルツイースト営業本部営業部長
2008年10月 ヘルツイースト営業本部

市場開拓部長
2010年 4 月 営業統括本部ヘルツ営業本部

営業第一部長

2012年 ４月 第五営業部長
2017年 ４月 執行役員
2021年 ６月 取締役（販売代理店事業担当）執行

役員
2023年 6 月 取締役（総代理店事業及び営業推進

担当）
2024年 6 月 取締役（総代理店事業、営業推進担

当及び開発製品事業）(現任)

取締役候補者とした理由
内田 好則氏は、当社入社以来、主に営業部門における職務に携わり、営業全般に関して豊富な経験と見識を
有しております。現在は総代理店事業部門、営業推進部門及び開発製品事業を統括し、同部門の強化を推進し
ていることから、引き続き業務執行の監督及び当社の企業価値向上への貢献を期待し、取締役として選任をお
願いするものであります。
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候補者番号

４ す わ さ と し

諏 訪 聡 志 （1974年1月25日生）

所有する当社の株式数…………… 15,000株
在任年数…………………………… 1年
取締役会出席状況………………… 13/13回

再 任 ［略歴、当社における地位及び担当］
1995年 6 月 当社入社
2012年 ４月 業務部長
2017年 ４月 財務経理部長
2021年 4 月 執行役員業務部長

2024年 6 月 取締役（財務経理及び業務担当)
執行役員(現任)

2025年 ４ 月 総合医療サービス株式会社監査役
（現任）

取締役候補者とした理由
諏訪 聡志氏は、当社入社以来、主に財務経理及び業務部門における職務に携わり、財務・経理に関して豊富
な経験と見識を有しております。現在は財務経理及び業務部門を統括し、同部門の強化を推進していることか
ら、引き続き業務執行の監督及び当社の企業価値向上への貢献を期待し、取締役として選任をお願いするもの
であります。

候補者番号

５ み や も と さとし

宮 本 聡 （1959年５月24日生）

所有する当社の株式数…………… 3,700株
在任年数…………………………… ７年
取締役会出席状況………………… 17/17回

再 任 ［略歴、当社における地位及び担当］
1983年 ４月 野村證券株式会社入社
2013年 ８月 当社入社
2014年 ４月 内部監査室長
2018年 ４月 執行役員
2018年 6 月 取締役（財務経理及び業務担当）

執行役員

2019年 ４月 取締役（財務経理及び業務担当）
執行役員業務部長

2021年 ４月 取締役（財務経理及び業務担当）
2023年 ６月 取締役（経営管理及び人事担当、

財務経理及び業務担当）執行役員
2024年 6 月 取締役（経営管理、経営戦略及び人

事担当）執行役員(現任)

取締役候補者とした理由
宮本 聡氏は、当社入社以来、内部監査室長並びに財務経理及び業務担当執行役員としての職務に携わり、財
務・経理に関し豊富な経験と見識を有しております。取締役に就任した後は経営管理部門、人事部門、財務経
理部門及び業務部門を担当し、適切な経営管理・人事・財務・経理体制の整備を推進していることから、引き
続き業務執行の監督及び当社の企業価値向上への貢献を期待し、取締役として選任をお願いするものでありま
す。
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候補者番号

６ す ぎ や ま す み お

杉 山 純 男 （1954年7月22日生）
在任年数…………………………… 1年
取締役会出席状況………………… 13/13回

再 任

社 外

独 立

［略歴、当社における地位及び担当］
1977年 3 月 ボシュロム・ジャパン株式会社入社
1988年 2 月 ニッポンリーバB.V.入社
1991年 9 月 メドトロニック・ジャパン株式会社

入社
2002年12月 ベクトン・ディッキンソン株式会社

入社
2006年 ４月 日本エラメディカル株式会社入社

2007年 8 月 ソーリン・ジャパン株式会社（現
リヴァノヴァ株式会社）代表取締役

2018年 8 月 株式会社iCorNet研究所 事業化担
当取締役（現任）

2024年 6 月 当社社外取締役（現任）

［重要な兼職の状況］
株式会社iCorNet研究所 事業化担当取締役
社外取締役候補者とした理由及び期待される役割の概要
杉山 純男氏は、主としてメディカル製品の営業、マーケティング及びマネジメントに関し、約40年に渡る経
験があり、それらに基づく健全かつ効率的な経営を推進するための助言と経営の監督機能を期待し、当社の社
外取締役として選任をお願いするものであります。また、同氏は、本格的な消費財マーケティングも経験し医
療機器業界にあっては数少ないマーケティング専門家としての知見があり、社外取締役として職務を適切に遂
行できるものと判断しております。
［独立性に関する事項］
当社は杉山 純男氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として届け出ております。また、当社は同取引所
が定める基準に加えて、当社や当社役員、主要株主との関係等も加味した独自の独立性基準を設定しており、同
氏は当該独立性基準を満たしております。

（注）1. 各候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。
2. 杉山 純男氏は、社外取締役候補者であります。
3. 当社は杉山 純男氏との間で会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を

締結しております。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、会社法第425条第１項に定める最低責任限度額としており
ます。杉山 純男氏の選任が承認された場合には、当該契約を継続する予定であります。

4. 当社は取締役の全員を被保険者とする会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で締
結しており、保険料は全額会社負担としております。当該保険契約では、被保険者である役員がその職務の執行に関し責
任を負うこと又は当該責任の追及に係る請求を受けることによって生ずることのある損害が補填されることとなります。
各候補者の再任が承認された場合には、各候補者は、当該保険契約の被保険者に含められることとなり、また、各候補者
の任期中に当該保険契約を更新する予定であります。
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＜ご参考＞
議案を原案どおり承認可決いただいた場合、取締役会の構成及び各取締役のスキル・マトリックスは以下のとお
りとなります。

氏 名 年齢
（歳）

在任
年数

独立
社外 性別

指名・
報酬諮
問委員
（※）

スキル・キャリア

企業経営
経営戦略 監査 マーケティング

営業
財務会計
金融 人事労務 法務

リスク管理 技術開発 ICT
DX

取
締
役

柴﨑 浩 60 15 男性 ● ● ● ●

波多野 剛 48 2 男性 ● ●

内田 好則 60 4 男性 ● ●

諏訪 聡志 51 1 男性 ● ●

宮本 聡 66 7 男性 ● ● ● ●

杉山 純男 70 1 ● 男性 ● ● ●

取
締
役
監
査
等
委
員

宮川 猛 48 3 男性 ● ●

野島 透 64 5 ● 男性 ● ● ●

田上 昭子 58 3 ● 女性 ● ● ● ●

以 上
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虚血事業

6.3％

不整脈事業

84.5％

その他

9.2％

事業別売上高
構成比

事業報告（2024年４月１日から2025年３月31日まで）

13

1 株式会社の現況に関する事項
第39期

（2025年3月期）
前期比

売上高 50,321,644千円 109.8％

営業利益 537,458千円 82.3％

経常利益 542,782千円 81.9％

当期純利益 410,119千円 237.2％

（1）事業の経過及びその成果
当事業年度のわが国の経済は、緩やかに回復しました。先行きについては、雇用・所得環境の改善や各種政

策の効果が緩やかな回復を支えることが期待されています。一方で、米国のトランプ政権が打ち出す通商政策
等による不透明感がみられ、特に自動車産業等、米国に輸出を行っている業界を中心に大きな影響を及ぼす可
能性があります。また、国内においても、日本銀行が2024年７月及び2025年１月に政策金利の利上げを実施
し、現在の政策金利は0.5％となりました。政策金利が0.5％になるのは、2007年２月から2008年10月以来
となります。1995年９月以降、政策金利が0.5％を超えたことがなく、過去30年間の中でも高い金利水準と
なりました。外需に限らず、内需にも少なからず、影響を及ぼすことが予想されます。
医療機器業界におきましても、利上げによって、資金調達コストが上昇することから、医療機関の経営環境

にも影響を及ぼすこととなり、更なる業務の効率化が求められます。
このような情勢のもと、当社では、持続可能な医療環境の整備の一翼を担うべく、医療機関のニーズを捉え

た最適な商品やサービスの提案に努め、医療の安全、安心のために安定して商品を供給し続けることを使命と
し企業活動を行ってまいりました。
これらの結果、当事業年度の売上高は50,321,644千円（前期比9.8％増）、営業利益537,458千円（同17.7

％減）、経常利益542,782千円（同18.1％減）、当期純利益410,119千円（同137.2％増）となりました。
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39,305,978
3,968,281

42,519,967
4,122,502

（単位：千円）売上高 （単位：千円）セグメント利益（単位：千円）売上高 （単位：千円）セグメント利益

第38期
（2024年３月期）

第39期
（2025年３月期）

第38期
（2024年３月期）

第39期
（2025年３月期）

2,456,059 329,349
3,193,109

373,453

（単位：千円）売上高 （単位：千円）セグメント利益

第38期
（2024年３月期）

第39期
（2025年３月期）

第38期
（2024年３月期）

第39期
（2025年３月期）

4,089,037

466,938

4,608,567

498,292

（単位：千円）売上高 （単位：千円）セグメント利益

第38期
（2024年３月期）

第39期
（2025年３月期）

第38期
（2024年３月期）

第39期
（2025年３月期）

14

セグメント別の売上状況は次のとおりです。
不整脈事業

売上高 42,519百万円（前期比108.2％）
主に、PFアブレーション用カテーテルが新発売されたことによ

る影響及び電気生理検査用カテーテルの販売が好調だったため、
当事業年度の売上高は42,519,967千円（前期比8.2％増）、セグ
メント利益は4,122,502千円（同3.9％増）となりました。

虚血事業

売上高 3,193百万円（前期比130.0％）
主に、経皮的冠動脈形成術用穿刺止血材料の販売が好調だった

ため、当事業年度の売上高は3,193,109千円（前期比30.0％増）、
セグメント利益は373,453千円（同13.4％増）となりました。

その他

売上高 4,608百万円（前期比112.7％）
主に、TAVI等のストラクチャー関連の販売が好調だったため、

当事業年度の売上高は4,608,567千円（前期比12.7％増）、セグ
メント利益は498,292千円（同6.7％増）となりました。

（2）設備投資及び資金調達の状況
当事業年度中において実施いたしました設備投資の総額は418,297千円で、その主なものは、レンタル機、

営業用デモ・バックアップ機に係る投資であります。
その所要資金は自己資金をもって充当いたしました。
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第36期
（2022年３月期）

第37期
（2023年３月期）

第38期
（2024年３月期）

第39期
（2025年３月期）

（単位：百万円）売上高

第36期
（2022年３月期）

第37期
（2023年３月期）

第38期
（2024年３月期）

第39期
（2025年３月期）

（単位：百万円）経常利益

第36期
（2022年３月期）

第37期
（2023年３月期）

第38期
（2024年３月期）

第39期
（2025年３月期）

（単位：百万円）当期純利益

第36期
（2022年３月期）

第37期
（2023年３月期）

第38期
（2024年３月期）

第39期
（2025年３月期）

（単位：百万円）総資産/純資産
■純資産

第36期
（2022年３月期）

第37期
（2023年３月期）

第38期
（2024年３月期）

第39期
（2025年３月期）

（単位：円）1株当たり当期純利益

第36期
（2022年３月期）

第37期
（2023年３月期）

第38期
（2024年３月期）

第39期
（2025年３月期）

（単位：円）1株当たり純資産額
■総資産　

45,496 47,483

1,258 1,352 863 936

22,210

8,587

23,589

9,311

83.56 90.21 828.27 894.19

45,851

662

172

22,678

9,198 16.58

880.7225,537

9,127

542 410

50,321

39.20

871.63

15

（3）直前３事業年度の財産及び損益の状況

区分 第36期
2022年３月期

第37期
2023年３月期

第38期
2024年３月期

第39期
（当事業年度）
2025年３月期

売上高 （百万円） 45,496 47,483 45,851 50,321

経常利益 （百万円） 1,258 1,352 662 542

当期純利益 （百万円） 863 936 172 410

１株当たり当期純利益 （円） 83.56 90.21 16.58 39.20

総資産 （百万円） 22,210 23,589 22,678 25,537

純資産 （百万円） 8,587 9,311 9,198 9,127

１株当たり純資産額 （円） 828.27 894.19 880.72 871.63
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（4）対処すべき課題
当社は、継続的な成長を実現していくために、以下の事項を課題と認識しております。

① 利益率、生産性向上
近年においては、顧客である医療機関からは、償還価格の引き下げによる値下げ要請、あるいは医療経営

環境改善のための値下げ要請への対応が求められる傾向が継続しており、当社においても一層の効率化や合
理化が求められていると認識しております。独自製品拡充、自社企画品投入、仕入先企業との協力関係の構
築に加え、DX推進による物流・事務の効率化への取り組みを行っております。

② 地域的依存度低減
当社は、主力の不整脈事業において、関東地区に特化した営業展開をしてきた経緯から、同地区への売上

依存度が非常に高い状況にあります。そのため、更なる業容拡大を目指すためには、不整脈事業の営業エリ
アを拡大することが不可欠であるとの認識を持っております。今後も、コア事業の競争力保持のために資本
効率を意識しながら更なる販売拡大、全国展開を図ります。

③ 強靭な事業ポートフォリオ
不整脈分野の販売代理店事業中心の事業構成のリスク分散及び当社の持続的成長の観点から、輸入総代理

店機能の強化、独自製品・自社企画品の開発力強化に取り組みます。顧客ニーズにあった医療機器をいち早
く、継続的に提案するために、常に国内外の最新医療情報を把握し新商品の早期の販売権獲得と、迅速な薬
事承認の取得が求められるところであります。
特に、虚血事業における取扱商品の充実が急務とされているため、自社開発製品である自動造影剤注入装

置「RAQUOS インジェクションシステム」の国内普及に向けた取り組みや、マーケティング部門や薬事部
門の活動による製品導入の取組みに加え、研究開発部門の機能強化や営業部門の組織強化等により主力商品
の育成に取り組んでおります。

④ 新たな成長基盤の強化（市場）
新たな成長市場の獲得のために独自製品の海外輸出に取り組んでおります。既に輸出実績のある不整脈シ

ミュレーター「EPSトレーナー」に加え、「RAQUOS インジェクションシステム」の海外輸出開始に向けた
準備を開始しております。

⑤ 成長基盤の強化（組織）
持続的成長のためには組織・人材の支えが必要であり、その強化が課題となります。そのために女性活躍

の促進はもちろん多様な人材の活用に取り組みます。働きやすい職場環境の提供、能力開発のための教育を
進めてまいります。
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⑥ ESGに関する取り組み
当社は、「生命と健康を守る」をパーパスに掲げ、医療業界で「患者・医師・医療関係者にとって有益な

製品・サービスを提供し、最適な医療の普及に貢献する」ことをミッションとし、現在と未来の社会・環境
に対する責任を自覚しながら事業活動を行うことを目指しております。
以下のとおりESGに関する方針を定め、それぞれの課題に継続的に取り組むことで持続的に企業価値を高

めてまいります。課題への取り組み状況は当社ホームページで継続的に公開してまいります。

（E）Environment
環境に関する方針

（S）Social
社会への貢献に関する方針

（G）Governance
コーポレートガバナンスに関する方針

当社は、社会生活、企業活動の基
盤である自然環境の負荷軽減に貢
献します。また、医療業界におけ
るソリューションリーダーとして、
未来を見据え、効率的な資源利用
と環境保全に配慮した事業活動を
行います。

当社は、『心』ある多様な人材を持
続的競争優位の源泉と考え、全て
の従業員がいきいきと働くことが
できる職場環境を整備し、幸せな
生活と人生の基盤を提供します。
また、従業員の創造的な活動を通
じて、社会全体への最適な医療の
提供に貢献します。

当社は、自然環境、社会環境とい
った環境の変化に柔軟に対応し、
果敢に挑戦することができるリス
ク管理体制を構築、維持します。
また、社会やステークホルダーに
対する責任を自覚し、その信頼に
応えるため、適切な牽制機能を備
え、透明性の高い情報開示を行い
ます。

重要課題 重要課題 重要課題

消費電力の削減
ガソリン使用量の削減

資源の有効活用

安全な職場環境
ダイバーシティ（D&I）の推進

働きがいの創出
地域社会への貢献
公正な取引の推進

サプライチェーンのサステナビリティ

コーポレートガバナンス体制の強化
内部統制システムの適正な運用

情報セキュリティマネジメント体制強化
災害レジリエンスの強化
透明性の高い情報公開
コンプライアンス推進

リスク管理体制の適正な運用
役員報酬・指名決定手続
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（5）主要な事業内容（2025年３月31日現在）

当社の事業内容は商品に応じて「不整脈事業」、「虚血事業」、「その他」に区分されます。
以下、各事業について説明いたします。

① 不整脈事業
不整脈とは、心臓を動かす刺激の発生又は刺激が伝わる伝導路の異常によって心臓のリズムが乱れる疾患

のことで、脈が遅くなる徐脈、速くなる頻脈、脈が飛ぶ期外性収縮の3つに分けられます。原因としては、
先天的なもの以外に加齢や喫煙、ストレス等によって引き起こされるといわれております。
不整脈事業においては、徐脈、頻脈、期外性収縮の治療に用いる心臓ペースメーカ、アブレーションカテ

ーテル（心筋焼灼術用カテーテル）、ICD（植込み型除細動器）、検査用電極カテーテルが主力商品となって
おります。当事業はこれら不整脈の検査・治療のための医療機器を関東地域を中心に、医療機器輸入商社及
び国内医療機器メーカーから仕入れ、主に医療施設に対し卸売会社として販売しております（販売代理店
業）。

② 虚血事業
虚血とは、血管の狭窄又は閉塞により組織への血流が不十分もしくは途絶している状態を指します。虚血

により引き起こされる虚血性疾患としては、心臓の冠動脈で起こる心筋梗塞や狭心症、脳の血管で起こる脳
梗塞等が代表的なものです。原因となる動脈硬化は糖尿病や高血圧、高脂血症等によって進行し、肥満や喫
煙、運動不足、ストレスの多い生活等も動脈硬化を促進させるといわれております。
虚血事業においては、虚血性疾患の検査・治療のための医療機器を、国内外の医療機器メーカーより直接

仕入れ、主として全国の医療機器販売代理店を経由して、医療施設に販売しております（国内総代理店業）。
このため、全国主要都市において虚血事業を中心とした営業拠点を既に展開しております。
なお、国内で医療機器として流通させるためには厚生労働省の薬事承認を取得する必要があり、当社は有

望な医療機器を国内外に見出すためにマーケティングを担当する部門や、薬事承認及び品質保証を担当する
部門を設置しております。
また、不整脈事業と同様の形態をとり、虚血分野の検査・治療に用いる医療機器を輸入商社や国内医療機

器メーカーから仕入れ、販売代理店として医療施設等に対し販売を行っております。
当事業の主な取扱商品は、当社が製造販売業者の認証を有する自動造影剤注入装置「RAQUOS インジェ

クションシステム」等であります。

③ その他
「その他」においては、脳外科商品、一般外科商品、消化器商品、放射線防護用品等、主力事業である不

整脈事業及び虚血事業に属さない商品の販売を行っております。
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（6）主要な営業所及び工場（2025年３月31日現在）

名称 所在地

本社 東京都豊島区

北海道営業所 北海道札幌市中央区

仙台営業所 宮城県仙台市青葉区

茨城営業所 茨城県つくば市

千葉営業所 千葉県市川市

群馬営業所 群馬県前橋市

埼玉営業所 埼玉県さいたま市大宮区

栃木営業所 栃木県河内郡

東京第一営業所／東京第二営業所 東京都豊島区

八王子営業所 東京都八王子市

横浜第一営業所 神奈川県横浜市金沢区

横浜第二営業所 神奈川県横浜市戸塚区

山梨出張所 山梨県甲府市

沼津営業所 静岡県沼津市

静岡営業所 静岡県静岡市葵区

浜松営業所 静岡県浜松市中央区

名古屋営業所 愛知県名古屋市中区

近畿営業所 大阪府大阪市淀川区

福井営業所 福井県福井市

岡山営業所 岡山県岡山市

福山営業所 広島県福山市

広島営業所 広島県広島市西区

島根営業所 島根県松江市

九州営業所 福岡県久留米市

沖縄営業所 沖縄県那覇市

物流センター 東京都大田区
（注）当社は、2025年４月14日付で本店所在地を東京都豊島区から「東京都港区港南一丁目８番15号」へ変更しております。
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（7）使用人の状況（2025年３月31日現在）

使用人数 前期末比増減 平均年齢 平均勤続年数

334（34）名 18 （3）名増 39.5歳 8.1年

（注）1. 平均年齢・平均勤続年数は、小数点第１位未満を切り捨てて表示しております。
2. 使用人数は就業人員（執行役員8名を除き、嘱託社員3名を含む。）であります。
3. 臨時雇用者数（人材派遣会社からの派遣社員を除き、パートタイマーを含む。）は、年間の平均人員を（ ）外数で記載し

ております。

（8）主要な借入先及び借入額（2025年３月31日現在）

該当事項はありません。
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2 株式に関する事項（2025年３月31日現在）

（1）発行可能株式総数 44,000,000株
（2）発行済株式の総数 10,472,056株（自己株式307,944株を除く）
（3）当事業年度末の株主数 4,992名
（4）上位10名の株主

株主名 持株数 持株比率

株式会社MSS 3,539,600株 33.80％

株式会社ＵＨ５ 783,500株 7.48％

光通信株式会社 771,500株 7.37％

株式会社UH Partners 2 769,200株 7.35％

株式会社エスアイエル 370,900株 3.54％
泉工医科工業株式会社 322,000株 3.07％
株式会社UH Partners 3 157,100株 1.50％

宮川 元 136,000株 1.30％

戸田 幸子 134,400株 1.28％

住友生命保険相互会社 130,000株 1.24％

（注）1. 当社は、自己株式を307,944株保有しておりますが、上記大株主からは除外しております。
2. 持株比率は自己株式を控除して計算しております。

（5）当事業年度中に職務執行の対価として当社役員に対し交付した株式の状況
株式数 交付対象者数

取締役（監査等委員であるもの及び社外役員を除く） 19,000 株 4名

（注） 当社の株式報酬の内容につきましては、事業報告「4.会社役員に関する事項（2）取締役の報酬等の額」に記載しております。

3 新株予約権等に関する事項
該当事項はありません。
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4 会社役員に関する事項
（1）取締役の氏名等（2025年３月31日現在）

地位 氏名 担当及び重要な兼職の状況

代表取締役社長 柴 﨑 浩

取締役 波多野 剛 販売代理店事業担当

取締役 宮 本 聡 経営管理、経営戦略及び人事担当、執行役員

取締役 内 田 好 則 総代理店事業、営業推進及び開発製品事業担当

取締役 諏 訪 聡 志 財務経理及び業務担当、執行役員

取締役 堂垣内 重 晴

取締役 杉 山 純 男 株式会社iCorNet研究所 事業化担当取締役

取締役（監査等委員・常勤） 宮 川 猛 株式会社MSS代表取締役
株式会社日誠メディテック代表取締役

取締役（監査等委員） 野 島 透 野島透公認会計士事務所所長

取締役（監査等委員） 田 上 昭 子 コスモス法律事務所 パートナー

（注）1. 取締役 堂垣内重晴氏及び杉山純男氏並びに取締役（監査等委員）野島透氏及び田上昭子氏は、会社法第２条第15号に定
める社外取締役であり、独立役員として東京証券取引所に届け出ております。

2. 取締役（監査等委員）野島透氏は、公認会計士、税理士の資格を有しており、財務及び会計に関する相当程度の知見を有す
るものであります。

3. 業務執行取締役との常時意見交換により十分な情報収集を行うとともに、内部監査室との十分な連携を可能とする体制によ
り監査・監督の実効性、機能強化を図るため、宮川猛氏を常勤の監査等委員として選定しております。

4. 当事業年度中に退任した取締役は次のとおりであります。

氏名 退任日 退任事由 退任時の地位・担当及び重要な兼職の状況

鍋谷 正行 2024年6月28日 任期満了 取締役執行役員
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5. 当事業年度中における取締役の地位及び担当の異動は次のとおりであります。

氏名 異動前 異動後 異動年月日

宮本 聡
取締役 経営管理、人事、財務経理及
び業務担当
執行役員

取締役 経営管理、経営戦略及び人事
担当
執行役員

2024年6月28日

内田 好則 取締役 総代理店事業及び営業推進担
当

取締役 総代理店事業、営業推進及び
開発製品事業担当 2024年6月28日

諏訪 聡志 執行役員 取締役 財務経理及び業務担当
執行役員 2024年6月28日

（2）取締役の報酬等の額
① 当事業年度に係る取締役の報酬等の額

役員区分
報酬等の
総額

（千円）

報酬等の種類別の総額（千円）

固定報酬 業績連動報酬等
（賞与） 株式報酬 その他

支給
人数 金額 支給

人数 金額 支給
人数 金額 支給

人数 金額

取締役
（監査等委員を除く。）
（うち社外取締役）

156,505 8名 122,648 ー ー 4名 19,787 1名 14,070
（8,961） （２名） （8,961） （ー） （ー） （ー） （ー）（ー） （ー）

取締役（監査等委員）
（うち社外取締役）

25,512 3名 25,512 ー ー ー ー ー ー
（10,512） （２名） （10,512） （ー） （ー） （ー） （ー）（ー） （ー）

合 計 182,017 11名 148,160 ー ー 4名 19,787 1名 14,070

（注）1. 上記には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。
2. 上記には、2025年３月31日現在の取締役に対して当事業年度の在任期間に応じて支給された報酬等の額及び、2024年6

月28日開催の第38期定時株主総会終結の時をもって退任した取締役1名に対して2024年4月から退任時までに支給された
報酬等の額を記載しております。

3. 株式報酬は、当事業年度に付与した譲渡制限付株式報酬のうち当事業年度に費用計上すべき金額を記載しております。
4. 取締役（監査等委員を除く。）の報酬限度額は、2020年６月24日開催の第34期定時株主総会において年額250,000千円以

内（ただし、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まない。）と決議いただいております。当該株主総会終結時点の取締役
の員数は７名（うち社外取締役２名）です。

5. 監査等委員である取締役の報酬限度額は、2020年６月24日開催の第34期定時株主総会において年額50,000千円以内と決
議いただいております。当該株主総会終結時点の監査等委員である取締役の員数は３名です。

6. 取締役（監査等委員である取締役及び社外取締役を除く。）に対する譲渡制限付株式に関する報酬の総額は、2020年６月
24日開催の第34期定時株主総会において年額80,000千円以内且つ80千株以内（ただし、使用人兼務取締役の使用人分給
与は含まない。）と決議いただいております。当該株主総会終結時点の取締役（監査等委員である取締役及び社外取締役を
除く。）の員数は５名です。

② 非金銭報酬等（株式報酬）の内容
非金銭報酬等（株式報酬）の内容は、当社普通株式であり、その株式数は以下のとおりです。また、当株

2025年05月22日 13時26分 $FOLDER; 22ページ （Tess 1.50(64) 20250213_01）



24

式には、一定の譲渡制限期間及び当社による無償取得事由等の定めに服する旨の条件を付しております。
取締役 4名 19,000株

③ 当社の役員が受ける報酬等の決定に関する方針
当社は、2022年５月16日開催の取締役会において、次の役員報酬方針を決議しております。当該取締役

会の決議に際しては、あらかじめ決議する内容について指名・報酬諮問委員会へ諮問し、答申を受けており
ます。
また、取締役会は、当事業年度に係る取締役（監査等委員である取締役を除く。）の個人別の報酬等の内

容が、当該方針及び指名・報酬諮問委員会の答申をもとに、2024年６月28日開催の取締役会の決議により
決定されていることから、当該決定方針に沿うものであると判断しております。
ア．役員報酬方針策定の目的

当社は、誠実で透明性のある経営体制を構築、維持し、企業価値を継続的に高めることを本方針策定の
目的とします。

イ．役員報酬の基本的な考え方
・業績及び中長期的な企業価値との連動を重視した報酬とし、株主と価値を共有するものとします。
・当社役員の役割及び職責に相応しい水準とします。
・社外取締役が過半数を占める指名・報酬諮問委員会の審議を経ることで、客観性及び透明性を確保しま
す。

ウ．役員報酬の水準
役員報酬の水準については、当社の事業内容及び経営環境における各種ファンダメンタルズを考慮しつ

つ、時価総額や営業利益水準等で当社と同規模企業における役員報酬水準を参考とし、指名・報酬諮問委
員会の審議を経て、株主総会で決議された報酬総額の範囲内において取締役会決議により決定します。

エ．報酬の種類
・固定報酬
事業計画における定性目標への貢献度と職責に応じた役位ごとの固定金銭報酬といたします。

・業績連動報酬
短期のインセンティブ報酬として、期末ＲＯＥが10％以上であることを支給条件とし、過去３事業年度

における最高営業利益（Ⓐ）の110％以上（Ⓑ、業績連動報酬支給前の営業利益とします。）を達成した
場合に、ⒷとⒶの差分の20％を支給総額の限度として役位に応じ支給するものとします。
なお、この支給計算方法は、３年ごとに見直しいたします。

・株式報酬
中長期のインセンティブ報酬として、株主の皆様と利害共有を図り、中長期的な企業価値向上への貢献

意欲を高めるため、役位に応じた譲渡制限付株式報酬制度による株式報酬とします。
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オ．報酬の構成
・取締役（監査等委員である取締役及び社外取締役を除く。）
職責に応じた役位ごとの固定報酬、事業年度ごとの会社業績や取締役の個別業績評価等に基づき変動す

る業績連動報酬及び中長期的な企業価値向上への貢献意欲を高めるための株式報酬の構成としています。
なお、業績連動報酬は後述ＫＰＩが未達成の場合、支給されません。

固定報酬 業績連動報酬（賞与） 株式報酬

60％程度 20％程度 20％程度

・社外取締役（監査等委員である取締役を除く。）
監査等委員でない社外取締役の報酬等は、客観的かつ独立した立場から当社の経営を監督するという役

割に鑑みて、固定報酬のみとします。

固定報酬 業績連動報酬（賞与） 株式報酬

100％ ― ―

・監査等委員である取締役
監査等委員である取締役（常勤）の報酬等は、客観的立場から当社経営を監督・監査する役割等に鑑み

て、固定報酬のみの構成としています。また、監査等委員である社外取締役の報酬等も、客観的かつ独立
した立場から当社の経営を監督・監査するという役割に鑑みて、固定報酬のみとします。

固定報酬 業績連動報酬（賞与） 株式報酬

100％ ― ―

カ．ガバナンス
・指名・報酬諮問委員会
当社は、取締役の報酬の決定に関する手続きの客観性及び透明性を確保すること等を目的として委員の

過半数が社外取締役で構成する指名・報酬諮問委員会を設置いたします。
・報酬の決定方法
取締役の報酬額は、株主総会でご承認いただいた報酬枠の範囲内で、指名・報酬諮問委員会の審議を通

じ、本方針に基づき、各取締役の役割、貢献度、業績評価、ＫＰＩ（ＲＯＥ、営業利益）達成度に基づ
き、決定いたします。
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キ．役員報酬枠
役員の報酬枠は、2020年６月24日開催の当社第34期定時株主総会において以下のようにご承認いただ

いております。
・取締役（監査等委員である取締役を除く。）
【金銭報酬】
年額250百万円以内（ただし、使用人兼務取締役の場合、使用人部分を含まない。）とする旨ご承認
いただいております。なお、業績連動報酬は年額80百万円以内で運用しております。

【株式報酬】
年額 80百万円以内且つ80千株以内（ただし、使用人兼務取締役の場合、使用人部分を含まない。ま
た、社外取締役を対象としない。）とする旨ご承認いただいております。

・監査等委員である取締役
【金銭報酬】
年額 50百万円以内

（3）責任限定契約の内容の概要
当社は、監査等委員である取締役 宮川猛氏及び社外取締役の各氏との間で、会社法第427条第１項の規定

に基づき、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。
当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、会社法第425条第１項に定める最低責任限度額としておりま

す。

（4）役員等賠償責任保険契約の内容の概要等
当社は、取締役及び執行役員を被保険者とする役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で締結しており、

当該保険料は全額会社負担としております。当該保険契約では、被保険者がその職務の執行に関し責任を負う
こと又は当該責任の追及に係る請求を受けることによって生ずることのある損害が補填されることとなりま
す。ただし、被保険者の職務の執行の適正性が損なわれないようにするため、法令に違反することを認識しな
がら行った行為の場合等一定の免責事由があります。
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（5）社外役員に関する事項
① 兼職の状況及び当社との関係

兼職の状況につきましては、「（1）取締役の氏名等」に記載のとおりです。

② 特定関係事業者との関係
該当事項はありません。

③ 当事業年度における主な活動状況

地位 氏名 取締役会
出席状況

監査等委員会
出席状況

発言状況及び社外取締役に期待される
役割に関して行った職務の概要

取締役 堂垣内 重 晴 17／17回
（100％） ― 豊富な経験と幅広い見識に基づく企業経営者の見地

から、当社の経営上有用な発言等を行っております。

取締役 杉 山 純 男 13／13回
（100％） ―

メディカル製品分野における営業、マーケティング
及びマネジメントに関する豊富な経験を活かし、メ
ディカル製品分野における事業戦略やマーケティン
グ方針等に関する発言等を行っております。

取締役
（監査等委員） 野 島 透 17／17回

（100％）
19／19回
（100％）

主に公認会計士、税理士としての専門的見地から、
当社の経営上有用な発言等を行っております。
なお、当事業年度において、左記の監査等委員会の
全てに出席し、適宜必要な助言を行っておりました。
また、指名・報酬諮問委員会の委員長として、役員
の報酬の審議では適宜必要な発言を行いました。

取締役
（監査等委員） 田 上 昭 子 17／17回

（100％）
19／19回
（100％）

主に弁護士としての専門的見地から、当社の経営上
有用な発言等を行っております。
なお、当事業年度において、左記の監査等委員会の
全てに出席し、適宜必要な助言を行っておりました。
また、指名・報酬諮問委員会の委員として、役員の
報酬の審議では適宜必要な発言を行いました。
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5 会計監査人の状況
（1）会計監査人の名称

EY新日本有限責任監査法人

（2）報酬等の額
報酬等の額

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 30,430千円
当社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 30,430千円
（注）1. 当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査の監査報酬等の額を明確

に区分しておらず、実質的にも区分できませんので、当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額にはこれらの合計額を記
載しております。

2. 監査等委員会は、会計監査人の監査項目別監査時間及び監査報酬の推移並びに過年度の監査計画と実績の状況を確認し、当
事業年度の監査時間及び報酬の見積りの妥当性を検討した結果、会計監査人の報酬等の額について同意しました。

（3）会計監査人の解任又は不再任の決定の方針
監査等委員会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要があると判断した場合は、株主総

会に提出する会計監査人の解任又は不再任に関する議案の内容を決定いたします。
また、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると認められる場合は、監査等委員全

員の同意に基づき、会計監査人を解任いたします。この場合、監査等委員会が選定した監査等委員は、解任後
最初に招集される株主総会において会計監査人を解任した旨及びその理由を報告いたします。

（4）責任限定契約の内容の概要
当社と会計監査人EY新日本有限責任監査法人は、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第1

項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。
①当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、監査受嘱者に悪意又は重大な過失があった場合を除き、監査受
嘱者の会計監査人としての在職中に報酬その他の職務執行の対価として監査委嘱者から受け、もしくは受け
るべき財産上の利益の額の事業年度ごとの合計額のうち最も高い額に二を乗じて得た額としております。

②監査受嘱者の行為が①の要件を充足するか否かについては、監査委嘱者がこれを判断し、速やかに監査受嘱
者に結果を通知するものとしております。
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6 業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況
（1）業務の適正を確保するための体制についての決定内容の概要

取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他会社の業務の適正を確保す
るための体制についての決定内容の概要は以下のとおりであります。なお、当社は2020年６月24日に監査役
会設置会社から監査等委員会設置会社に移行しております。
（最終改定 2022年６月１日）

① 取締役、使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
ア．当社は、法令等の遵守があらゆる企業活動の前提であると認識し、取締役及び使用人が、法令、定款及

び社内規程、業界の自主ルールの遵守はもとより、企業人として企業理念、社会規範、倫理に則して行
動するための規範として「コンプライアンス･マニュアル」「DVx行動ガイドライン」を制定し、周知徹
底を図る。

イ．リスク・コンプライアンス委員会は、コンプライアンス及び不正行為を含むリスク評価を行うととも
に、コンプライアンス体制の確立・推進を目的とした全社的取り組みを策定する。

ウ．コンプライアンスの徹底を図るため、経営管理部が、コンプライアンスへの取り組みを横断的に統括
し、教育及び周知を行う。

エ．使用人による職務の遂行が法令等に違反することなく適切にされているかをチェックするため、内部監
査室が、業務監査を実施し、監査内容を代表取締役及び取締役会に報告する。

オ．内部通報規程に基づき、法令等に違反する行為又は反倫理行為を通報する制度を策定し、利用促進を図
る。

カ．社会の秩序や企業の健全な活動に脅威を与える反社会的勢力に対しては、毅然とした姿勢で組織的に対
応する。

② 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
取締役会をはじめとする重要な会議での意思決定に関する記録や、取締役の職務の執行に係る重要な文書

や情報（電磁的記録を含む）は、法令、情報セキュリティ規程に従い、適切に保存・管理する。

③ 損失の危険の管理に関する規程その他の体制
リスク管理規程に基づき、リスク・コンプライアンス委員会にて、当社の成長規模、市場の変化等を考慮

し、組織横断的にリスク管理を行う。

④ 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
ア．取締役の職務執行が適切かつ効率的に行われるよう取締役会規程、職務権限規程及び業務分掌規程を定

め、権限・責任の明確化を図る。
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イ．取締役会は、年度計画、中期経営計画に基づき各担当取締役及び執行役員に対しその進捗状況について
の報告を求め、発生した課題等に対して協議を行い必要な対策を講じる。

ウ．代表取締役及び各部門を所管する取締役及び執行役員により、経営会議を定期的に開催し、経営上必要
な事項や職務執行上の問題点について協議を行う。

⑤ 当社並びにその親会社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための
体制
当社には親会社及び子会社の何れも存在しないため定めない。

⑥ 監査等委員会の職務を補助すべき取締役及び使用人に関する事項
監査等委員会は、職務の実効性を高めるため常勤の監査等委員を置く。また、監査等委員会がその職務を

補助する使用人を置くことを求めた場合、監査等委員会と協議の上、補助する使用人を置く。

⑦ 前号の取締役及び使用人の他の取締役（監査等委員である取締役を除く。）からの独立性
及び監査等委員会の当該取締役及び使用人に対する指示の実効性の確保に関する事項
監査等委員会の監査業務を補助する使用人の人事異動、評価等については、監査等委員会の同意を必要と

する。当該使用人は、監査業務の範囲においては取締役（監査等委員である取締役を除く。）の指揮を外れ、
監査等委員の指示に従い業務を行う。

⑧ 取締役（監査等委員である取締役を除く。）及び使用人が監査等委員会に報告をするため
の体制

ア．取締役及び使用人は、監査等委員会に対し以下の場合について迅速な報告を行う。
・会社に著しい損害を及ぼす恐れのある事実を発見した場合
・取締役の職務遂行に関する不正の行為を発見した場合
・法令又は定款に違反する重要な事実を発見した場合

イ．上記ア．のほか、当社は、内部通報規程に基づく通報制度を設けており、取締役及び使用人は、違法行
為等を内部監査室及び社外監査等委員又は人事部に報告することができる。

ウ．取締役は、取締役会において担当職務の執行の状況を報告する。
エ．上記ア．乃至ウ．にかかわらず、監査等委員会は必要に応じて取締役及び使用人に対して報告を求める

ことができる。
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⑨ 前号の報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けないことを確
保するための体制
当社は、前号の報告をした者に対して、当該報告をしたことを理由として不利益な取扱いをしてはならな

い。

⑩ 監査等委員の職務の執行（監査等委員会の職務の執行に関するものに限る。）について生
ずる費用の前払又は償還の手続きその他の当該職務の執行について生ずる費用又は債務の
処理に係る方針に関する事項
監査等委員がその職務の執行について生ずる費用の前払又は償還等の請求をしたときは、当該監査等委員

の職務の執行に必要でないと認められた場合を除き、当該費用又は債務を処理する。

⑪ その他監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体制
ア．監査等委員会は、代表取締役と会社が対処すべき課題、監査上の重要課題等について相互認識を深める

ため、定期的に意見交換を行う。
イ．監査等委員会は、内部監査室から内部監査結果の報告を受けるとともに、内部監査室及び会計監査人と

定期的な意見交換を行い、緊密な連携を保つ。

⑫ 財務報告の適正性を確保するための体制
当社は、財務報告の適正性を確保するため、金融商品取引法及び関係法令に基づく内部統制報告制度を有

効かつ適切に運用するとともに、継続的に整備・運用評価・有効性の確認を行い、必要があれば改善を行う
ものとする。

（2）業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要
業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要は以下のとおりであります。

① コンプライアンス体制
ア．当社は、法令等を誠実に遵守することを「コンプライアンス・マニュアル」及び「DVx行動ガイドライ

ン」に定め、取締役及び執行役員その他の使用人への周知・浸透を図っております。また、年１回、全
社向けのコンプライアンス研修を実施し、コンプライアンスに関する啓発・教育を行っております。

イ．当社は、リスク管理規程に基づき、リスク・コンプライアンス委員会を設け、内部統制、リスク管理、
コンプライアンス推進の統合的な管理を図っており、半期ごとに定時のリスク・コンプライアンス委員
会を開催しております。当事業年度において２回のリスク・コンプライアンス委員会が開催されており
ます。
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② リスク管理体制
当社は、リスク管理規程に基づき、リスク・コンプライアンス委員会を設けております。リスク・コンプ

ライアンス委員会は、各部門が対応すべきリスクの評価及びリスク対応実施計画並びにリスク対応実施結果
を取締役会に報告しており、半期ごとに定時のリスク・コンプライアンス委員会を開催しております。当事
業年度において２回のリスク・コンプライアンス委員会が開催されております。

③ 取締役の職務執行
当社は、取締役会規程に基づき、取締役会を月１回開催しております。必要に応じて開催した臨時取締役

会を加えて、当事業年度において17回の取締役会を開催しております。また、効率的な意思決定を図るため
に、取締役及び執行役員で構成する経営会議を月複数回開催しております。

④ 監査等委員である取締役の職務執行
ア．当社の監査等委員会は、社外取締役である監査等委員を含む監査等委員３名で構成されており、当事業

年度において19回の監査等委員会を開催しております。
イ．当社は、当事業年度において全ての監査等委員が取締役会に出席しております。また、常勤監査等委員

は経営会議、リスク・コンプライアンス委員会、その他の重要な会議に出席して監査の実効性を高めて
おります。

ウ．監査等委員会は、会計監査人と定期的に意見交換を行うことで連携を図っており、当事業年度において
７回の意見交換の場を設けております。また、内部監査室との監査連絡会を月１回開催し、連携を図っ
ております。

エ．当社は、内部通報窓口の独立性確保のため、社外取締役である監査等委員へ直接情報を提供する体制を
整備しております。

7 株式会社の支配に関する基本方針
該当ありません。

8 剰余金の配当等の決定に関する方針
当社は、株主の皆様に対する利益還元を重要な経営課題として、企業価値及び株式価値の向上を図ることで株

主還元を継続的かつ安定的に強化する。配当については、DOE（株主資本配当率）5.0%以上を目途に配当額を
決定することを基本方針としております。
当社は、中間配当と期末配当の年２回の剰余金の配当を行うことができる旨を定款で定めておりますが、業績

に対し公平な配当を実現するため、年１回の期末配当を行うことを基本方針としております。
また、会社法第459条第１項の規定に基づき、取締役会の決議をもって剰余金の配当等を行うことができる旨

を定款で定めております。
当事業年度の配当につきましては、上記方針に基づき１株当たり50.00円（配当性向127.6％）の普通配当を

実施することを決定いたしました。
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貸借対照表（2025年３月31日現在） （単位：千円）

科目 金額
資産の部
流動資産 23,436,673

現金及び預金 5,058,521
受取手形 114,355
電子記録債権 1,500,164
売掛金 11,307,632
金銭の信託 2,000,000
商品 2,746,633
前払費用 188,791
その他 521,273
貸倒引当金 △700

固定資産 2,100,728
有形固定資産 944,364
建物 30,959
車両運搬具 28,504
工具、器具及び備品 848,957
リース資産 9,448
その他 26,494

無形固定資産 22,900
ソフトウエア 22,900

投資その他の資産 1,133,463
投資有価証券 323,874
出資金 135
長期前払費用 23,320
差入保証金 330,133
繰延税金資産 456,000

資産合計 25,537,401

科目 金額
負債の部
流動負債 15,881,367

買掛金 15,052,128
電子記録債務 98,701
未払金 170,569
未払費用 76,461
未払法人税等 126,000
契約負債 20,727
返金負債 10,092
リース債務 2,724
資産除去債務 6,109
預り金 8,029
賞与引当金 309,823

固定負債 528,267
退職給付引当金 499,744
リース債務 10,699
資産除去債務 123
その他 17,700

負債合計 16,409,635
純資産の部
株主資本 9,114,098
資本金 344,457
資本剰余金 314,730
資本準備金 314,730

利益剰余金 8,779,272
利益準備金 4,710
その他利益剰余金 8,774,562
別途積立金 250,000
繰越利益剰余金 8,524,562

自己株式 △324,362
評価・換算差額等 13,668
その他有価証券評価差額金 13,668

純資産合計 9,127,766
負債純資産合計 25,537,401
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損益計算書（2024年４月１日から2025年３月31日まで） （単位：千円）

科目 金額

売上高 50,321,644

売上原価 45,327,395

売上総利益 4,994,249

販売費及び一般管理費 4,456,791

営業利益 537,458
営業外収益
受取利息 1,539

有価証券利息 1,495

受取配当金 3,392

その他 806 7,233

営業外費用

支払利息 251

投資事業組合運用損 1,085

為替差損 396

その他 176 1,909

経常利益 542,782

特別利益

固定資産売却益 2,086 2,086

特別損失

固定資産売却損 164

固定資産除却損 1,701

投資有価証券評価損 5,229 7,096

税引前当期純利益 537,772

法人税、住民税及び事業税 209,944

法人税等調整額 △82,291 127,652

当期純利益 410,119
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株主資本等変動計算書（2024年４月１日から2025年３月31日まで） （単位：千円）

株主資本

資本金
資本剰余金

資本準備金 資本剰余金合計

当期首残高 344,457 314,730 314,730

当期変動額

剰余金の配当

当期純利益

自己株式の処分
株主資本以外の項目の
事業年度中の変動額（純額）

当期変動額合計 − − −
当期末残高 344,457 314,730 314,730

株主資本

利益剰余金

自己株式
利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金合計

別途積立金 繰越利益剰余金

当期首残高 4,710 250,000 8,638,155 8,892,865 △353,319

当期変動額

剰余金の配当 △522,227 △522,227

当期純利益 410,119 410,119

自己株式の処分 △1,485 △1,485 28,957
株主資本以外の項目の
事業年度中の変動額（純額）

当期変動額合計 − − △113,593 △113,593 28,957

当期末残高 4,710 250,000 8,524,562 8,779,272 △324,362
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株主資本 評価・換算差額等
純資産合計

株主資本合計 その他有価証券
評価差額金

評価・換算差額等
合計

当期首残高 9,198,733 − − 9,198,733

当期変動額

剰余金の配当 △522,227 − − △522,227

当期純利益 410,119 − − 410,119

自己株式の処分 27,472 − − 27,472
株主資本以外の項目の
事業年度中の変動額（純額） 13,668 13,668 13,668

当期変動額合計 △84,635 13,668 13,668 △70,967

当期末残高 9,114,098 13,668 13,668 9,127,766
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個別注記表
１ 重要な会計方針に係る事項に関する注記
（1）資産の評価基準及び評価方法

① 有価証券の評価基準及び評価方法
その他有価証券
市場価格のない株式等以外のもの
時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）を採用し
ております。

市場価格のない株式等
移動平均法による原価法を採用しております。
なお、投資事業有限責任組合及びそれに類する組合への出資（金融商品取引法第２条第２項により
有価証券とみなされるもの）については、組合契約に規定される決算報告日に応じて入手可能な最
近の決算書を基礎とし、持分相当額を純額で取り込む方法によっております。

② 棚卸資産の評価基準及び評価方法
商品
移動平均法による原価法を採用しております。
ただし、一部商品に関しては個別法による原価法を適用しております。
（いずれも、貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）

（2）固定資産の減価償却の方法
① 有形固定資産

定率法を採用しております。
ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）並びに2016年４月１日以降に取
得した建物附属設備及び構築物については、定額法によっております。
なお、耐用年数及び残存価額は法人税法に定めるものと同一の基準によっております。
また、取得価額10万円以上20万円未満の少額減価償却資産については、３年間で均等償却しておりま
す。

② 無形固定資産
定額法を採用しております。
なお、耐用年数については法人税法に定めるものと同一の基準によっております。
また、自社利用のソフトウエアについては社内における利用可能期間（５年）に基づいております。
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③ リース資産
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

④ 長期前払費用
均等償却しております。
なお、償却期間については、法人税法に定めるものと同一の基準によっております。

（3）引当金の計上基準
① 貸倒引当金

債権等の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率等により回収不能見込額を計上
しております。

② 賞与引当金
従業員に対する賞与の支給に備えるため、従業員への賞与支給見込額に基づく当期負担額を計上してお
ります。

③ 退職給付引当金
従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額に基づき計上しておりま
す。
なお、退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方法につ
いては、給付算定式基準によっております。
数理計算上の差異については、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年
数（５年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度から費用処理しております。

（4）収益及び費用の計上基準
当社は主に循環器疾病分野を中心に医療機器や医療材料等の商品販売を行っているほか、販売した医療機

器の保守サービスを提供しております。これら主要な事業の履行義務を充足する通常の時点（収益を認識す
る通常の時点）は以下のとおりです。
① 商品販売に係る収益認識

主にペースメーカーや植込型除細動器などデバイス類の販売、アブレーション用カテーテルや電気生理
検査用カテーテルなど医療材料の販売、自動造影剤注入装置RAQUOSインジェクションシステムなど
医療機器の販売を行っております。これら商品の販売については、通常は商品が顧客に検収された時点
で収益を認識しております。出荷時から顧客による検収時までの期間が通常の期間である場合には、出
荷時に収益を認識しております。また、顧客との契約において約束された対価から値引き等を控除した
金額で測定しております。
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② 保守サービスに係る収益認識
主に自動造影剤注入装置RAQUOSインジェクションシステムなどの医療機器の保守サービスを提供し
ております。これらの売上については、一定の期間にわたり履行義務が充足されるため、保守契約期間
に応じて均等按分し、収益を認識しております。なお、当社が自ら保守サービスを提供せず、他の事業
者によって提供されるよう手配する代理人取引については、顧客から受取る対価の総額から当該他の事
業者に支払う額を控除した純額で収益を認識しております。
なお、いずれも取引の対価は履行義務を充足してから１年以内に受領しており、重要な金融要素は含ま
れておりません。

（5）その他計算書類作成のための基本となる重要な事項
外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準
外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しており

ます。

２ 会計上の見積りに関する注記
１．固定資産の減損

（1）当事業年度の計算書類に計上した金額
減損損失 −千円、固定資産 967,264千円

（2）会計上の見積りの内容に関する理解に資する情報
① 算出方法

有形固定資産及び無形固定資産について、営業部を基準とした各資産グループに減損の兆候がある場合
には、当該資産グループから得られる割引前将来キャッシュ・フローの総額が帳簿価額を下回る場合
に、回収可能価額（使用価値または正味売却価額のいずれか高い方）まで減損損失を計上します。当事
業年度において、減損の兆候のある資産グループの事業用資産157,799千円については、割引前将来キ
ャッシュ・フローの総額が帳簿価額を下回っているものの、正味売却価額が帳簿価額を上回っているた
め減損損失を認識していません。

② 主要な仮定
割引前将来キャッシュ・フローの見積りは経営者が承認した事業計画を基礎としており、主要な仮定
は、事業計画の基礎となる販売数量予測、販売単価予測、粗利率予測、営業費用予測になります。販売
数量予測は、市場成長率や直近の成長実績率を、販売単価予測は、保険償還価格の見込改定率や医療機
関との値引実績率を、粗利率予測は、粗利率実績や医療機関との値引実績率を考慮しています。営業費
用予測は販売計画や要員計画などを考慮しています。また、正味売却価額の算出に用いた主要な仮定
は、マーケット・アプローチに基づき合理的に算定した価額になります。
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③ 翌年度の計算書類に与える影響
主要な仮定である販売数量予測は見積りの不確実性があり、医療機関との取引消失など様々な要因によ
り変動することが予想され、販売数量予測が変動した場合、及び主要な仮定である正味売却価額の算出
に用いたマーケット・アプローチに基づき合理的に算定した価額が変動した場合には、翌年度において
重要な影響を与える可能性があります。

２．投資有価証券の評価
(1) 当事業年度の計算書類に計上した金額

投資有価証券評価損 5,229千円、投資有価証券 323,874千円

(2) 会計上の見積りの内容に関する理解に資する情報
① 算出方法

投資有価証券（市場価格のない株式等）は、取得価額をもって貸借対照表価額としていますが、当該株
式の１株当たり純資産額が取得原価と比べ50％超低下し、かつ、回復する見込みがあると認められる場
合を除き、減損処理を実施する方針としております。投資先の事業計画は不確実性を有しており、翌事
業年度以降において、実績が事業計画を下回る場合は減損処理が必要となる可能性があります。

② 主要な仮定
超過収益力についての毀損の有無は、取得時の事業計画の達成状況や業績の悪化の程度、資金調達の状
況等を踏まえて評価しております。取得時の事業計画の達成状況や業績の悪化の程度は、販売単価及び
販売数量予測と実績を比較して判断しております。

③ 翌年度の計算書類に与える影響
将来の不確実な経済条件等の変動等により、見積りに用いた仮定が変動した場合には、翌年度において
重要な影響を与える可能性があります。

３ 貸借対照表に関する注記
有形固定資産の減価償却累計額 2,585,887千円
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４ 株主資本等変動計算書に関する注記
（1）発行済株式に関する事項

当事業年度期首 増 加 株 式 数 減 少 株 式 数 当 事 業 年 度 末

普 通 株 式 10,780,000株 −株 −株 10,780,000株

（2）自己株式に関する事項

当事業年度期首 増 加 株 式 数 減 少 株 式 数 当 事 業 年 度 末

普 通 株 式 335,444株 −株 27,500株 307,944株

（変動事由の概要）
譲渡制限付株式報酬としての自己株式の処分による減少 27,500株

（3）配当に関する事項
配当金支払額

決 議 株 式 の 種 類 配当金の総額 １株当たり配当額 基 準 日 効 力 発 生 日

2024 年 ５ 月 15 日
取 締 役 会 普 通 株 式 522,227千円 50.00円 2024年３月31日 2024年６月７日

基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの

決 議 株式の種類 配当の原資 配当金の総額 １株当たり配当額 基 準 日 効 力 発 生 日

2025年５月15日
取 締 役 会 普通株式 利益剰余金 523,602千円 50.00円 2025年３月31日 2025年６月６日
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５ 税効果会計に関する注記
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
繰延税金資産
賞与引当金 94,868千円
未払事業税 11,505千円
棚卸資産評価損 13,263千円
未払費用 15,180千円
株式報酬費用 37,179千円
退職給付引当金 157,519千円
長期未払金 5,421千円
減価償却超過額 120,182千円
投資有価証券評価損 98,330千円
その他 7,248千円
繰延税金資産小計 560,698千円
評価性引当金 △98,330千円
繰延税金資産合計 462,368千円

繰延税金負債
その他有価証券評価差額金 6,291千円
その他 76千円
繰延税金負債合計 6,368千円
繰延税金資産の純額 456,000千円
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６ 金融商品に関する注記
（1）金融商品の状況に関する事項

① 金融商品に対する取組方針
当社は、資金運用については短期的な預金等に限定し、また、資金調達については銀行等金融機関から
の借入により資金を調達することとしております。

② 金融商品の内容及びそのリスク
営業債権である受取手形及び電子記録債権並びに売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。
投資有価証券は、業務上の関係を有する企業の株式及び転換社債型新株予約権付社債及び投資事業組合
への出資金であります。金銭の信託は合同運用の金銭信託であり、預金と同様の性格を有するものであ
ります。
差入保証金は、主に賃貸借事務所の差入敷金及び仕入先への取引保証金であり、それぞれ差入先の信用
リスクに晒されております。
営業債務である買掛金、未払金及び未払法人税等は、そのほとんどが１年以内の支払期日であり、これ
らの債務は決済時における流動性リスクに晒されております。
リース債務は、使用権資産の取得に係るものであり、流動性リスクに晒されております。

③ 金融商品のリスク管理体制
イ）信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

営業債権及び差入保証金については、与信管理規程に従い、取引先ごとの期日管理及び残高管理を行
うとともに、主な取引先の信用状況を一定期間ごとに把握する体制としています。

ロ）市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理
投資有価証券については、定期的に時価や発行体（取引先企業）の財政状態等を把握し、市況や投資
先企業との関係を勘案して保有状況を継続的に見直ししております。

ハ）資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理
各部署からの報告に基づき担当部署が適時に資金繰計画を作成・更新するとともに、手許流動性の維
持などにより流動性リスクを管理しております。

④ 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額
が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を
採用することにより、当該価額が変動することがあります。
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（2）金融商品の時価等に関する事項
2025年３月31日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりでありま

す。なお、投資有価証券のうち、市場価格のない株式等（貸借対照表計上額229,999千円）及び投資事業有
限責任組合出資金（貸借対照表計上額13,914千円)は、次表には含めておりません。投資事業有限責任組合
出資金については、貸借対照表に持分相当額を純額で計上していることから、時価の算定に関する会計基準
の適用指針（企業会計基準適用指針第31号 2021年６月17日）第24-16項に基づき、注記を省略しており
ます。また、現金は注記を省略しており、預金及び金銭の信託は短期間で決済されるため時価が帳簿価額に
近似することから、注記を省略しております。

貸借対照表計上額
（千円）

時 価
（千円）

差 額
（千円）

（1）受取手形 114,355 114,355 −
（2）電子記録債権 1,500,164

貸倒引当金（※２） △90
1,500,074 1,500,074 −

（3）売掛金 11,307,632

貸倒引当金（※３） △610

11,307,022 11,307,022 −
（4）投資有価証券

その他有価証券
転換社債型新株予約権付社債（※４） 79,959 79,959 −

（5）差入保証金 330,133 298,024 △32,109
（6）買掛金 （15,052,128） （15,052,128） −
（7）電子記録債務 （98,701） （98,701） −
（8）未払金 （170,569） （170,569） −
（9）未払法人税等 （126,000） （126,000） −
（10）リース債務 （13,424） （14,515） 1,091
（※１）負債に計上されているものについては、（ ）で示しております。
（※２）電子記録債権に係る貸倒引当金を控除しております。
（※３）売掛金に係る貸倒引当金を控除しております。
（※４）投資有価証券のうち、市場価格のない株式等以外のものになります。

2025年05月22日 13時26分 $FOLDER; 43ページ （Tess 1.50(64) 20250213_01）



45

（注） 金銭債権の決算日後の償還予定額
１年以内
（千円）

１年超５年以内
（千円）

５年超10年以内
（千円）

10年超
（千円）

受 取 手 形 114,355 − − −

電 子 記 録 債 権 1,500,164 − − −

売 掛 金 11,307,632 − − −

金 銭 の 信 託 2,000,000 − − −

投 資 有 価 証 券

そ の 他 有 価 証 券

転換社債型新株予約権付社債 − 79,959 − −

差 入 保 証 金 40,901 − − 289,232

合 計 14,963,053 79,959 − 289,232

（注） 金銭債務の決算日後の支払予定額
１年以内
（千円）

１年超５年以内
（千円）

５年超10年以内
（千円）

10年超
（千円）

リ ー ス 債 務 2,724 10,699 ー ー

合 計 2,724 10,699 ー ー

（3）金融商品の時価の適切な区分ごとの内訳等に関する事項
金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つのレベ

ルに分類しております。
レベル１の時価：活発な市場における同一の資産または負債の市場価格（無調整）
レベル２の時価：レベル１以外の、観察可能な価格を直接または仮説的に使用して算出された公正価値
レベル３の時価：観察不能なインプットを含む評価技法から算出された公正価値

時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれぞ
れ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルの時価を分類しております。

2025年05月22日 13時26分 $FOLDER; 44ページ （Tess 1.50(64) 20250213_01）



46

① 時価をもって貸借対照表計上額とする金融資産及び金融負債
（単位：千円）

区分
時価

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

投資有価証券

その他有価証券

転換社債型新株予約権付社債 − − 79,959 79,959

② 時価をもって貸借対照表計上額としない金融資産及び金融負債
（単位：千円）

区分
時価

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

受取手形 − 114,355 − 114,355

電子記録債権 − 1,500,074 − 1,500,074

売掛金 − 11,307,022 − 11,307,022

金銭の信託 − 2,000,000 − 2,000,000

差入保証金 − 298,024 − 298,024

買掛金 − （15,052,128） − （15,052,128）

電子記録債務 − （98,701） − （98,701）

未払金 − （170,569） − （170,569）

未払法人税等 − （126,000） − （126,000）

リース債務 − （14,515） − （14,515）

（注） 時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明
（1）受取手形、（2）電子記録債権、（3）売掛金、（6）買掛金、（7）電子記録債務、（8）未払金、（9）未払法人税等及び金銭

の信託
これらはすべて短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっており、レベル2
の時価に分類しております。

（4）転換社債型新株予約権付社債
重要な観察できないインプットを用いて算定しており、レベル３の時価に分類しております。

（5）差入保証金、（10）リース債務
これらは将来キャッシュフローを国債の利回り等適切な指標で割り引いた現在価値により算定しており、レベル２の時価
に分類しております。
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7 収益認識に関する注記
（1）顧客との契約から生じる収益を分解した情報

主要な財又はサービスに分解した収益の情報は以下のとおりであります。
（単位：千円）

報告セグメント その他
（注） 合計

不整脈事業 虚血事業 計

売上高

ペースメーカー 3,920,761 − 3,920,761 − 3,920,761

植込型除細動器 2,307,784 − 2,307,784 − 2,307,784

両心室ペーシング機能付き植
込型除細動器 1,773,689 − 1,773,689 − 1,773,689

電気生理検査用カテーテル 11,744,334 − 11,744,334 − 11,744,334

心腔内超音波プローブ 4,561,199 − 4,561,199 − 4,561,199

熱アブレーション用カテーテル
（機能付き） 5,708,388 − 5,708,388 − 5,708,388

熱アブレーション用カテーテル 194,440 − 194,440 − 194,440

冷凍アブレーション用カテーテル 2,251,872 − 2,251,872 − 2,251,872

PFアブレーション用カテーテル 1,788,243 − 1,788,243 − 1,788,243

エキシマレーザー − 182,819 182,819 − 182,819

その他 7,695,337 2,969,180 10,664,517 4,608,567 15,273,085

顧客との契約から生じる収益 41,946,052 3,151,999 45,098,052 4,608,567 49,706,619

その他の収益 573,915 41,110 615,025 − 615,025

外部顧客への売上高 42,519,967 3,193,109 45,713,077 4,608,567 50,321,644

セグメント間の内部売上高又は
振替高 − − − − −

計 42,519,967 3,193,109 45,713,077 4,608,567 50,321,644

セグメント利益 4,122,502 373,453 4,495,956 498,292 4,994,249
（注）１．「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、脳外科事業及び消化器事業等を含んでおります。

２．当事業年度より、新商品が販売されたことに伴い、「PFアブレーション用カテーテル」という項目を新たに設けておりま
す。
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（2）顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報
１ 重要な会計方針に係る事項に関する注記「（4）収益及び費用の計上基準」に記載のとおりであります。

（3）当事業年度及び翌事業年度以降の収益の金額を理解するための情報
① 契約資産及び契約負債の残高等

顧客との契約から生じた契約資産及び契約負債の期首残高及び期末残高は、以下のとおりであります。
（単位：千円）

当事業年度 期首残高 期末残高

契約資産 12,198 2,594

契約負債 23,387 20,727

契約資産は、主に医療機器の保守サービスにおいて、保守契約期間の経過に応じて認識した収益にかか
る未請求債権であり、貸借対照表上は「流動資産」の「その他」に含まれております。契約負債は主に
保守サービス契約における顧客からの前受金であり、貸借対照表上は「流動負債」の「契約負債」に計
上しております。
当事業年度に認識された収益のうち、期首現在の契約資産及び契約負債の残高が含まれている金額に重
要性はありません。なお、当事業年度において、過去の期間に充足した履行義務から認識した収益の額
には重要性はありません。

② 残存履行義務に配分した取引価格
当社は、当初の予想契約期間が１年を超える重要な取引がないため、実務上の便法を適用し、残存履行
義務に関する情報の記載を省略しております。また、顧客との契約から生じる対価の中に、取引価格に
含まれていない重要な金額はありません。

8 １株当たり情報に関する注記
（1）１株当たり純資産額 871円63銭
（2）１株当たり当期純利益 39円20銭

9 重要な後発事象に関する注記
取得による企業結合
(１) 企業結合の概要
当社は、2025年３月31日開催の取締役会において、総合医療サービス株式会社（以下、総合医療サービ

ス社）の全株式を取得し、子会社化することについて決議し、同日付で株式譲渡契約を締結し、2025年４
月２日に株式を取得しました。
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① 被取得企業の名称及びその事業の内容
被取得企業の名称 総合医療サービス株式会社
事業の内容 臨床検査業務、医療機器販売・賃貸

② 企業結合を行った主な理由
総合医療サービス社は、1992年の設立以来、臨床検査分野、特にホルダー心電図解析においては全国

トップクラスの解析件数実績を誇り、多くの医療機関との強固な信頼関係を構築しております。当社は本
件を通じて、様々なシナジーを創出できるものと考えており、当社グループの企業価値向上に大いにつな
がるものと判断し株式取得を決定いたしました。

③ 企業結合日
2025年４月２日

④ 企業結合の法的形式
株式取得

⑤ 結合後企業の名称
変更はありません。

⑥ 取得した議決権比率
100.0%

⑦ 取得企業を決定するに至った主な根拠
当社が現金を対価として、株式を取得したためであります。

(2) 被取得企業の取得原価及び対価の種類ごとの内訳
取得の対価 現金 414,455千円
取得原価 414,455千円

(3) 主要な取得関連費用の内容及び金額
アドバイザリー費用等 30,106千円

(4) 発生したのれんの金額、発生要因、償却方法及び償却期間
現時点では確定しておりません。

(5) 企業結合日に受け入れる資産及び引き受ける負債の額並びにその主な内訳
現時点では確定しておりません。

10 その他の注記
記載金額は千円未満の端数を切り捨てて表示しております。
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計算書類に係る会計監査報告
独立監査人の監査報告書

2025年５月23日
ディーブイエックス株式会社
取締役会 御中

EY新日本有限責任監査法人
東京事務所
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 飯 塚 正 貴
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 須 山 誠 一 郎

監査意見
当監査法人は、会社法第４３６条第２項第１号の規定に基づき、ディーブイエックス株式会社の２０２４年４月１日から２

０２５年３月３１日までの第３９期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個
別注記表並びにその附属明細書（以下「計算書類等」という。）について監査を行った。
当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、当該計算書

類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準における当監

査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に
関する規定に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、
意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容
その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示することにあ

る。また、監査等委員会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視する
ことにある。
当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他の記載内容

に対して意見を表明するものではない。
計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記載内容と計

算書類等又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのような重要な
相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。
当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を報告するこ

とが求められている。
その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。
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計算書類等に対する経営者及び監査等委員会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類等を作成し適正に表示す

ることにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類等を作成し適正に表示するために経営者が必要
と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成することが適切であるかどうかを評

価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場
合には当該事項を開示する責任がある。
監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

計算書類等の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬による重要な虚偽表示がない

かどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から計算書類等に対する意見を表明することにある。
虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、計算書類等の利用者の意思決定に影響を与
えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。
監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家としての

判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続を立案
し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を
入手する。

・ 計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評価の実
施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及び関連
する注記事項の妥当性を評価する。

・ 経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基づき、継
続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継
続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において計算書類等の注記事項に注意を喚起するこ
と、又は重要な不確実性に関する計算書類等の注記事項が適切でない場合は、計算書類等に対して除外事項付意見を表明す
ることが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況に
より、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・ 計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠しているかどうか
とともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内容、並びに計算書類等が基礎となる取引や会計事象を
適正に表示しているかどうかを評価する。
監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の重要な不備

を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。
監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監査人

の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合又は阻害要因を
許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上
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監査等委員会の監査報告
監 査 報 告 書

当監査等委員会は、2024年４月１日から2025年３月31日までの第39期事業年度における取締役の職務の執行を監査いた
しました。その方法及び結果について以下のとおり報告いたします。

1. 監査の方法及びその内容
監査等委員会は、会社法第399条の13第１項第１号ロ及びハに掲げる事項に関する取締役会決議の内容並びに当該決議

に基づき整備されている体制（内部統制システム）について取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況について定期
的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明するとともに、下記の方法で監査を実施いたしました。なお、財務
報告に係る内部統制については、取締役等及びＥＹ新日本有限責任監査法人から当該内部統制の評価及び監査の状況につい
て報告を受け、必要に応じて説明を求めました。
① 監査等委員会が定めた監査等委員会監査等基準に準拠し、監査の方針、監査計画等に従い、内部監査部門と連携の上、
重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行に関する事項の報告を受け、必要に応じて説明を求め、重
要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及び財産の状況を調査いたしました。

② 会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証するとともに、会計監査人から
その職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に
行われることを確保するための体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（企業
会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本
等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書について検討いたしました。

2. 監査の結果
（1）事業報告等の監査結果

① 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認めます。
② 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は認められません。
③ 内部統制システムに関する取締役会の決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制システムに関する事
業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められません。なお、財務報告に係る内部
統制については、本監査報告書の作成時点において、取締役等からは有効である旨、またＥＹ新日本有限責任監査法人
からは開示すべき重要な不備は認識していない旨の報告を受けております。

（2）計算書類及びその附属明細書の監査結果
会計監査人ＥＹ新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

2025年５月23日
ディーブイエックス株式会社 監査等委員会

常勤監査等委員 宮 川 猛 ㊞
監査等委員 野 島 透 ㊞
監査等委員 田 上 昭 子 ㊞

（注） 監査等委員野島 透及び田上 昭子は、会社法第２条第15号及び第331条第６項に規定する社外取締役であります。

以 上
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Front Line
本社および技術サービスセンター移転のお知らせ

当社は、さらなる事業成長と業務効率化を目的として、本社および技術サービスセンターを移転いたしました。

本社機能の拡充と業務の効率化を図るため、新たな本社ではオフィス環境を整備し、従業員の働きやすさ
と生産性の向上を実現いたします。また、優秀な人材の確保にも注力し、より強固な組織基盤を構築して
まいります。

当社は、今後も成長を続けるとともに、お客様により良いサービスを
提供し、これまで以上に「人に優しい医療を」お届けできるよう全力
で邁進してまいります。何卒ご理解とご支援を賜りますようお願い
申し上げます。

同時に、技術サービスセンターの移転を通じ
て、物流センターとの連携を強化し、サービス
品質の向上及び業務のさらなる効率化を目
指します。これにより、お客様への迅速かつ高
品質な技術サポートの提供を可能とし、より
高い満足度を実現してまいります。

■ 新本社所在地
〒108-0075
東京都港区港南1丁目8-15 Ｗビル21階
業務開始日：2025年4月14日

■ 新技術サービスセンター所在地
〒144-0035
東京都大田区南蒲田2-16 
テクノポートカマタセンタービル5F
業務開始日：2025年4月7日
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見やすく読みまちがえにくい
ユニバーサルデザインフォント
を採用しています。

【 交 通 】

【 会 場 】

株主総会会場ご案内図

株主総会にご出席の株主様への「お土産」
のご用意はございません。

品川フロントビル地下１階
品川フロントビル会議室A
〒108-0075
東京都港区港南二丁目３番13号

JR品川駅中央改札より徒歩５分　京浜急行品川駅改札より徒歩８分
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